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510　　早法 92 巻 3 号（2017）
内田勝一教授・略歴
1946年12月23日	 東京都世田谷区に生まれる
1966年 4 月	 早稲田大学第一法学部入学
1970年 3 月	 早稲田大学第一法学部卒業
同　年 4 月	 早稲田大学大学院法学研究科修士課程民事法学専攻入学
1972年 3 月	 早稲田大学大学院法学研究科修士課程民事法学専攻修了（法学修
士）
同　年 4 月	 早稲田大学大学院法学研究科博士課程民事法学専攻入学
1974年 4 月	 早稲田大学法学部助手（～1977年 3 月）
1975年 3 月	 早稲田大学大学院法学研究科博士課程民事法学専攻単位取得満期	
退学
1977年 4 月	 早稲田大学法学部専任講師（～1979年 3 月）
1979年 4 月	 早稲田大学法学部助教授（～1984年 3 月）
	 ロンドン大学高等法学研究所客員研究員（～1982年 1 月）
1984年 4 月	 早稲田大学法学部教授（～2004年 3 月）
1986年 8 月	 カラマズーカレッジ客員教授（～1987年 8 月）
1994年 9 月	 早稲田大学法学部教務主任（～1998年 9 月）
1999年 9 月	 早稲田大学国際教育センター所長・国際部部長（～2003年 8 月）
2003年 6 月	 早稲田大学国際教養学部開設準備室室長（～2004年 3 月）
2004年 4 月	 早稲田大学国際学術院教授（現在に至る）
	 国際教養学部　学部長（～2006年 9 月）
















日本学術会議第16期第 2 部会員（1994年 7 月～1997年 7 月）
国際協力機構「ベトナム法整備支援」民法作業部会委員（2000年 7 月～）
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1996年、第 2 版2001年、第 3 版2010年）
『講座現代居住 5 ／世界の居住運動』（平山洋介と共編著、東京大学出版会、1996年）
『借地借家法の理論と実務』（澤野順彦・丸山英気と共編著、有斐閣、1997年）
『新・借地借家法講座（第 1 巻）（第 2 巻）（第 3 巻）』（稲葉威雄・澤野順彦・田尾桃
二・寺田逸郎・水本浩と共編著、日本評論社、1998年～1999年）





















































































































「建物の区分所有等に関する法律 1 条、2 条、7 条～10条」水本浩ほか編『基本法コンメ
ンタール〔第 3 版〕』（日本評論社、2006年）
「前注（265条～269条の 2 〔地上権〕）／Ⅴ　イギリスにおける地上権」川島武宜＝川井
















「無断転貸当事者間の明渡請求と信義則・権利濫用（最判昭和47年 6 月15日民集26巻 5
号1015頁）」（水本浩と共著）民商法雑誌68巻 1 号（1973年）












民集37巻 1 号 1 頁）／民法判例レビュー・不動産」判例タイムズ493号（1983年）





































成元年 2 月 7 日判時1319号102頁）」私法判例リマークス 1 号（1990年）
「今期の主な裁判例／民法判例レビュー34不動産」判例タイムズ765号（1991年）
「マンションの管理費につき個人と法人とで格差を設けた管理規約及び総会決議の効力
（東京地判平成 2 年 7 月24日判タ754号217頁）／民法判例レビュー34不動産」判例タイ
ムズ765号（1991年）
「建物登記なき借地人と悪意譲受人（最判昭和38年 5 月24日民集17巻 5 号639頁）」加藤
一郎＝森島昭夫編『不動産取引判例百選〔第 2 版〕』（有斐閣、1991年）
「公営住宅の入居者の死亡と相続人による公営住宅を使用する権利の承継（最判平成 2
年10月18日民集44巻 7 号1021頁）」私法判例リマークス 4 号（1992年）
「分割請求者が多数である場合における民法258条による現物分割といわゆる一部分割
（最判平成 4 年 1 月24日判時1424号54頁）」判例セレクト92（法学教室150号別冊付録）
（1993年）
「今季の主な裁判例／民法判例レビュー40不動産」判例タイムズ809号（1993年）
「賃貸人の地位の譲渡と賃借人の異議（東京地判平成 4 年 1 月16日判タ794号128頁）／民
法判例レビュー40不動産」判例タイムズ809号（1993年）
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「今期の主な裁判例／民法判例レビュー45不動産」判例タイムズ846号（1994年）
「権限のない賃貸人からの賃借人が賃借物につき第三者から明渡を求められた場合の法
律関係（東京地判平成 5 年 3 月22日）／民法判例レビュー45不動産」判例タイムズ846
号（1994年）
「借地上建物の譲渡担保と借地権の対抗力（最判平成元年 2 月 7 日判時1319号102頁）」
椿寿夫編集代表『担保法の判例Ⅱ』（有斐閣、1994年）
「不動産売主の留置権と抵当権の優劣（東京地裁執行処分平成 4 年 9 月 3 日金法1336号
79頁）」椿寿夫編集代表『担保法の判例Ⅱ』（有斐閣、1994年）
「今期の主な裁判例／民法判例レビュー48不動産」判例タイムズ871号（1995年）
「建築基準法42条 2 項の指定道路における通行の自由と妨害排除請求（最判平成 5 年11







「サブリース契約の成立と効力（東京地判平成 7 年 1 月11日判時1557号108頁・東京地判






巻 2 号325頁）」星野英一＝平井宜雄編『民法判例百選Ⅰ総則・物権〔第 4 版〕』（有斐
閣、1996年）
「借地人の妻名義で保存登記された建物と借地権の対抗力（最判昭和47年 6 月22日民集
26巻 5 号1051頁）」星野英一＝平井宜雄編『民法判例百選Ⅱ債権〔第 4 版〕』（有斐閣、
1996年）
「賃料増額請求の場合における相当賃料の支払い（最判平成 8 年 7 月12日民集50巻 7 号
1876頁）」私法判例リマークス15号（1997年）
「賃借人の債務不履行による賃貸借の解除と賃貸人の承諾のある転貸借の帰趨（最判平
成 9 年 2 月25日民集51巻 2 号398頁）」『平成 9 年度重要判例解説（臨時増刊ジュリス
ト1135号）』（1998年）
「今期の主な裁判例／民法判例レビュー63不動産」判例タイムズ988号（1999年）







巻 2 号325頁）」星野英一ほか編『民法判例百選Ⅰ総則・物権〔第 5 版〕』（有斐閣、
2001年）
「立退料の提供申出の時期（最判平成 6 年10月25日民集48巻 7 号1303頁）」星野英一ほか
編『民法判例百選Ⅱ債権〔第 5 版〕』（有斐閣、2001年）
「建物表示登記後の増改築により構造・面積に大きな変動を生じた場合と借地権の対抗








巻 2 号325頁）」星野英一ほか編『民法判例百選Ⅰ総則・物権〔第 5 版新法対応補正
版〕』（有斐閣、2005年）




巻 2 号453頁）」安永正昭ほか編『不動産取引判例百選〔第 3 版〕』（有斐閣、2008年）










「公害法の原点に立ち返って（ 1 ）（ 2 完）：沢井裕著『公害差し止めの法理』をめぐっ
て（座談会）」（沢井裕・篠塚昭次・五十嵐敬喜・浦川道太郎・内田勝一・鎌田薫）法
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